
行財政改革大綱実施計画

10月 １２月4月 10月 4月 10月 4月 10月

重点項目番号 3 番号

ＩＣＴ講修会開催

４．責任者名（執行責任者）

６．対象等（なにを・だれを）

８．成果（どうなるのか）
情報通信における格差を解消し、今後提供され
るサービスを享受する環境を拡大する。

②

目標値

　１６年度下半期の旧上野市で実施のＩＣＴサポート事
業参加述べ数は、約１千人。一年間で全市として２，５
００人と算定。500人

２，０００人

２２－９６３６

企画振興部広聴広報課

広聴広報課長　植田　美由喜

平成１８年度

２．担当課（執行する課）

５．担当課電話番号

高齢者などデジタルディバイトの対象となる市民

平成２０年度平成１９年度

財政的には、年５百万円の増額

１０．目標を達成する
ための活動指標（全
体目標を達成するた
めに個別に実施する
項目　なにをどけだ

けやるのか）

　

ＩＣＴサポート事業

１．実施事項名

３．現状・問題点・必
要性
（なぜやるのか）

７．実施する内容・目
標数値
（なにを、いつまで
に、どのようにやるの
か）
（集中改革プラン関
連項目については、
平成22年4月1日の
目標数値を合わせて
記載する。）

　いつでもどこでもだれでもなんでも、情報通信技術（ＩＣＴ）を利活用できる社会の構築、いわゆるユビキタス社会に
向かって、総務省では情報通信基盤の整備を図り、電子自治体の構築を重要な施策の一つとしている。このとき世
代の相違によって情報通信技術の恩恵に浴する機会に格差が生じることを解消することが求められている。とりわけ
高齢者社会を迎えるにあたり、高齢者のＩＣＴに対する知識と技能を確保することがＩＣＴ社会構築における必須条件と
なっている。
　ついては、ＩＣＴによる情報の取得ができるよう、高齢者などＩＣＴの知識や技能の修得を必要とする市民を対象とし
たＩＣＴサポート事業を実施する。

ＩＣＴ講習会、ＩＣＴサポートなど、伊賀市が主催または委託する事業の対象者を、１８年度から年間2500人を目標に実
施する。

ＩＴサポート事業の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－２０－

９．財政効果額（千円）（い
くら削減されるのか）

定義・算定式
１１．行程表（いつまでにやるのか）

平成１７年度


